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 伊勢市消防団規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

 

  令和元年９月５日 

 

 

 

                 伊勢市長 鈴 木 健 一 
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伊勢市規則第 10 号 

   伊勢市消防団規則の一部を改正する規則 

 伊勢市消防団規則（平成 17 年伊勢市規則第 166 号）の一部を次のように

改正する。 

 第９条の次に次の３条を加える。 

 （分限及び懲戒の手続） 

第９条の２ 任命権者は、条例第６条第１項第２号の規定に該当するもの

として団員を降任し、又は免職する場合においては、医師を指定してあ

らかじめ診断を行わせなければならない。 

２ 条例第６条第１項の規定による団員の降任若しくは免職の処分（以下

「分限処分」という。）又は条例第９条第１項の規定による戒告、停職

若しくは免職の処分（以下「懲戒処分」という。）は、その旨を記載し

た書面を当該団員に交付して行わなければならない。 

３ 任命権者は、条例第６条第１項の規定により団員を免職した場合、同

条第２項の規定により団員がその身分を失った場合又は条例第９条第

１項の規定により団員を懲戒処分に付した場合は、その旨を速やかに市

長に報告しなければならない。 

第９条の３ 任命権者は、分限処分又は懲戒処分を行おうとするときは、

伊勢市消防団員分限懲戒審査委員会に諮問しなければならない。 

 （分限懲戒審査委員会） 

第９条の４ 団員に対する分限処分及び懲戒処分の審査をさせるため、伊

勢市消防団員分限懲戒審査委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

２ 委員会は、任命権者の諮問に応じ、次に掲げる事項について審査する。 

 (1) 分限処分 

 (2) 懲戒処分 

 (3) その他任命権者が必要と認める事項 
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３ 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

４ 委員長は、本部副団長の職にある者のうちから団長が指名する。 

５ 委員は、本部副団長（委員長に指名された副団長を除く。）、消防本部

総務課長及び消防課長の職にある者をもって充てる。 

６ 委員長は、会務を総理する。 

７ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委

員長が指名する委員がその職務を代理する。 

８ 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

９ 委員会は、委員長及び過半数の委員が出席しなければ、会議を開くこ

とができない。 

10 委員会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

11 委員長及び委員は、自己又は自己の親族に関する事項については、会

議に出席することができない。 

12 委員会は、審査のため必要があると認めるときは、関係者等に対し、

会議に出席を求め、その意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求

めることができる。 

13 委員会の庶務は、消防本部総務課において処理する。 

14 この条に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が委員会に諮って定める。 

 第 34 条各号列記以外の部分中「第 17 条」を「第 18 条」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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 伊勢市市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

 

  令和元年９月５日 

 

 

 

                 伊勢市長 鈴 木 健 一 
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伊勢市規則第 11 号 

   伊勢市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 伊勢市市税条例施行規則（平成 17 年伊勢市規則第 44 号）の一部を次の

ように改正する。 

 第 12 条の２の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同条

中「第 81 条」を「第 81 条の９」に改める。 

 第 13 条（見出しを含む。）中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え

る。 

 第 14 条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同条第２

項第１号中「第 442 条の２第２項」を「第 444 条第１項」に改め、同条第

４項中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加える。 

 第 16 条を第 17 条とし、第 15 条を第 16 条とし、第 14 条の次に次の１条

を加える。 

 （軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

第 15 条 条例附則第 15 条の３に規定する市長が定める３輪以上の軽自動

車及び同条の規定による環境性能割の減免は、三重県県税条例第 137 条

の３の規定により三重県知事が自動車税の環境性能割を減免する自動

車の例によるものとする。 

 別表第３中「軽自動車税の減免」を「軽自動車税の種別割の減免」に改

め、同表条例第 89 条第１項第１号に該当する場合の部学校法人又は私立学

校法（昭和 24 年法律第 270 号）第 64 条第４項の法人が所有し、その設置

する学校の直接保育又は教育の用に供する軽自動車等の項中「あった日」

の次に「（以下「減免の申請日」という。）」を加え、「賦課される軽自動車

税額」を「賦課される軽自動車税の種別割の額」に、「軽自動車税額を」を

「軽自動車税の種別割の額（減免の申請日の属する年度が令和２年度であ

る場合は、軽自動車税額）を」に改め、同表条例第 89 条第１項第２号に該
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当する場合の部その他市長が特に必要と認める軽自動車等の項中「当該年

度分の軽自動車税額」を「当該年度分の税額」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年 10 月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の伊勢市市税条例施行規則の規定（軽自動車税

の種別割に係る部分に限る。）は、令和２年度分以後の軽自動車税の種

別割について適用し、令和元年度分までの軽自動車税については、なお

従前の例による。 

7



 

 

 伊勢市立保育所における給食の実施に関する条例施行規則をここに公布 

 

する。 

 

 

 

  令和元年９月５日 

 

 

 

                 伊勢市長 鈴 木 健 一 
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伊勢市規則第 12 号 

   伊勢市立保育所における給食の実施に関する条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、伊勢市立保育所における給食の実施に関する条例（令

和元年伊勢市条例第 号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

 （給食費の額） 

第２条 条例第５条の規則で定める額は、別表のとおりとする。 

 （月の途中で入退所した場合の給食費の額） 

第３条 月の途中に入所し、又は退所した場合における給食費の額は、子

ども・子育て支援法施行規則（平成 26 年内閣府令第 44 号）第 59 条に

定める日数を基礎として日割計算によって算定した額とする。ただし、

当該額に 100 円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てた額とする。 

 （給食費の納期限） 

第４条 給食費は、毎月末日（12 月にあっては、同月 26 日）までに、そ

の月分を納付しなければならない。ただし、市長は、特別の事情がある

と認めるときは、別に納期限を定めることができる。 

 （補則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この規則は、令和元年 10 月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

区分 月額 

主食費 600 円 

副食費 4,500 円 
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 伊勢市子ども・子育て支援法施行細則等の一部を改正する規則をここに 

 

公布する。 

 

 

 

  令和元年９月５日 

 

 

 

                 伊勢市長 鈴 木 健 一 
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伊勢市規則第 13 号 

   伊勢市子ども・子育て支援法施行細則等の一部を改正する規則 

 （伊勢市子ども・子育て支援法施行細則の一部改正） 

第１条 伊勢市子ども・子育て支援法施行細則（平成27年伊勢市規則第３

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「第１条第１号」を「第１条の５第１号」に改める。 

  第３条第１号及び第２号中「第１条第１号」を「第１条の５第１号」

に改め、同条第３号中「第１条第３号、第６号及び第９号」を「第１条

の５第３号、第６号及び第９号」に改め、同条第４号及び第５号中「第

１条第４号及び第７号」を「第１条の５第４号及び第７号」に改める。 

  第４条の見出し中「認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条中

「□施設型給付費・地域型保育給付費等支給認定申請書□特定教育・保

育施設等入所（園）申込書（兼保育児童台帳）」を「□施設型給付費・

地域型保育給付費等教育・保育給付認定申請書□特定教育・保育施設等

入所（園）申込書（兼保育児童台帳）」に改める。 

  第５条の見出し中「認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第

２項中「支給認定却下通知書」を「教育・保育給付認定却下通知書」に

改める。 

  第６条の見出し中「利用者負担額」を「利用者負担額等」に改め、同

条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「利用者

負担額（保育料）決定通知書」を「利用者負担額（保育料）等決定通知

書」に改める。 

  第７条の見出し中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同

条第２項中「第１条第９号」を「第１条の５第９号」に改め、同条第３

項中「府令第１条第10号」を「同令第１条の５第10号」に改める。 
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  第８条中「施設型給付費・地域型保育給付費等支給認定現況確認届書」

を「施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付認定現況確認届

書」に改める。 

  第９条の見出し中「利用者負担額」を「利用者負担額等」に改め、同

条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「利用者

負担額（保育料）変更通知書」を「利用者負担額（保育料）等変更通知

書」に改める。 

  第10条の見出し中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同

条中「施設型給付費・地域型保育給付費等支給認定変更申請書」を「施

設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付認定変更申請書」に改

める。 

  第11条の見出し中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同

条第１項中「支給認定変更通知書」を「教育・保育給付認定変更通知書」

に改め、同条第２項中「支給認定変更却下通知書」を「教育・保育給付

認定変更却下通知書」に改める。 

  第12条の見出し中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同

条中「支給認定変更通知書」を「教育・保育給付認定変更通知書」に改

める。 

  第13条の見出し中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同

条中「支給認定取消通知書」を「教育・保育給付認定取消通知書」に改

める。 

  第14条中「支給認定児童家族状況等変更届書」を「教育・保育給付認

定児童家族状況等変更届書」に改める。 

  第15条の次に次の９条を加える。 

  （施設等利用給付認定の申請書） 

12



 

 

 第 15 条の２ 府令第 28 条の３の申請書は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める様式による。 

  (1) 認定こども園（法第７条第 10 項第１号に掲げる認定こども園をい

う。第 15 条の 10 第１号において同じ。）、幼稚園（法第７条第 10

項第２号に掲げる幼稚園をいう。第15条の10第１号において同じ。）

及び特別支援学校（法第７条第 10 項第３号に掲げる特別支援学校を

いう。第 15 条の 10 第１号において同じ。）のみを利用する場合 子

育てのための施設等利用給付認定・変更申請書（法第 30 条の４第１

号）（様式第 13 号の２） 

  (2) 法第７条第 10 項第４号に掲げる施設（以下「認可外保育施設」と

いう。）、同項第５号に掲げる事業（以下「預かり保育事業」という。）、

一時預かり事業（同項第６号に掲げる一時預かり事業をいう。以下

同じ。）、病児保育事業（同項第７号に掲げる病児保育事業をいう。

以下同じ。）又は子育て援助活動支援事業（同項第８号に掲げる子育

て援助活動支援事業をいう。以下同じ。）を利用する場合（次号に掲

げる場合を除く。） 子育てのための施設等利用給付認定・変更申請

書（法第 30 条の４第２号・第３号）（様式第 13 号の３） 

  (3) 教育・保育給付認定を受け、かつ、法第 27 条第１項に規定する特

定教育・保育施設である幼稚園（法第７条第４項に規定する幼稚園

をいう。）又は認定こども園（同項に規定する認定こども園をいう。）

（教育に限る。）及び預かり保育事業を利用する場合 子どものため

の教育・保育給付認定変更申請書（法第 19 条第１項第１号）兼子育

てのための施設等利用給付認定申請書（法第 30 条の４第２号・第３

号）（様式第 13 号の４） 

  （施設等利用給付認定の通知等） 
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 第 15 条の３ 法第 30 条の５第３項の規定による通知は、子育てのため

の施設等利用給付認定通知書（様式第 13 号の５）により行うものとす

る。 

 ２ 法第 30 条の５第４項の規定による通知は、子育てのための施設等利

用給付認定変更申請却下通知書（様式第 13 号の６）により行うものと

する。 

  （現況の届出） 

 第 15 条の４ 府令第 28 条の６第１項の届書は、子育てのための施設等

利用給付認定現況確認届書（様式第 13 号の７）とする。 

  （施設等利用給付認定の変更の申請） 

 第 15 条の５ 府令第 28 条の８第１項の申請書は、第 15 条の２各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める様式による。 

  （申請による施設等利用給付認定の変更の認定の結果の通知等） 

 第 15条の６ 法第 30条の８第３項において準用する法第 30条の５第３

項の規定による通知は、子育てのための施設等利用給付認定変更通知

書（様式第 13 号の８）により行うものとする。 

 ２ 法第 30 条の８第３項において準用する法第 30 条の５第４項の規定

による通知は、子育てのための施設等利用給付認定変更申請却下通知

書により行うものとする。 

  （職権による施設等利用給付認定の変更の認定の通知） 

 第 15条の７ 法第 30条の８第５項において準用する法第 30条の５第３

項の規定による通知は、子育てのための施設等利用給付認定変更通知

書により行うものとする。 

  （施設等利用給付認定の取消しの通知） 
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 第 15 条の８ 府令第 28 条の 11 の規定による通知は、子育てのための施

設等利用給付認定取消通知書（様式第 13 号の９）により行うものとす

る。 

  （申請内容の変更の届出） 

 第 15 条の９ 府令第 28 条の 12 第１項の規定による届出は、子育てのた

めの施設等利用給付認定変更届（様式第 13 号の 10）により行うもの

とする。 

  （施設等利用費の支給申請） 

 第 15 条の 10 府令第 28 条の 19 第１項の請求書は、次の各号に掲げる

利用した子ども・子育て支援施設等の区分に応じ、当該各号に定める

様式による。 

  (1) 幼稚園、認定こども園及び特別支援学校 施設等利用費請求書（法

定代理受領用）（様式第 13 号の 11） 

  (2) 預かり保育事業 施設等利用費請求書（償還払い用）（様式第 13

号の 12） 

  (3) 認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業又は子育て援助

活動支援事業 施設等利用費請求書（償還払い用）（様式第 13 号の

13） 

  第16条中「第26条」を「第29条」に改める。 

  第17条中「第28条」を「第31条」に改める。 

  第18条中「第30条第１項」を「第33条第１項」に改める。 

  第19条中「第31条」を「第34条」に改める。 

  第21条中「第36条」を「第39条」に改める。 

  第22条中「第37条」を「第40条」に改める。 

  第23条中「第38条第１項」を「第41条第１項」に改める。 

  第24条中「第38条第３項」を「第41条第３項」に改める。 
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  第26条中「第43条第１項」を「第46条第１項及び第３項」に改める。 

  第27条中「第43条第２項」を「第46条第２項」に改め、同条の次に次

の３条を加える。 

  （特定子ども・子育て支援施設等の確認申請） 

 第 28 条 府令第 53 条の２の申請書は、特定子ども・子育て支援施設等

確認申請書（様式第 26 号）とする。 

  （特定子ども・子育て支援施設提供者の住所等の変更の届出） 

 第 29 条 府令第 53 条の３第１項の規定による届出は、特定子ども・子

育て支援施設等確認変更届（様式第 27 号）によるものとする。 

  （特定子ども・子育て支援施設等の確認の辞退） 

 第 30 条 法第 58 条の６第１項の規定による確認の辞退をしようとする

者は、特定子ども・子育て支援施設等確認辞退届（様式第 28 号）を市

長に提出するものとする。 

  様式第１号から様式第 13 号までを次のように改める。 

 

16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



 

 

  様式第 13 号の次に次の 12 様式を加える。 

 

 

 

33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



 

 

  様式第 25 号の次に次の３様式を加える。 
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 （伊勢市事務分掌規則の一部改正） 

第２条 伊勢市事務分掌規則（平成 19 年伊勢市規則第８号）の一部を次の

ように改正する。 

  第５条の表健康福祉部の部こども課の款保育係の項第３号中「教育・

保育給付」の次に「及び子育てのための施設等利用給付」を加え、同款

保育施設管理係の項第２号中「特定教育・保育施設」の次に「及び特定

子ども・子育て支援施設等」を加える。 

 （伊勢市特定教育・保育施設及び地域型保育事業の利用者負担額等に関

する条例施行規則の一部改正） 

第３条 伊勢市特定教育・保育施設及び地域型保育事業の利用者負担額等

に関する条例施行規則（平成 27 年伊勢市規則第 21 号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第３条中「別表第１及び別表第２のとおり」を「次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同条に次の各号を加える。 

  (1) 特定教育・保育（教育に限る。）又は特別利用教育を受けた場合の

利用者負担額 零 

  (2) 特定教育・保育（保育に限る。）、特別利用保育、特定地域型保育、

特定利用地域型保育又は特別利用地域型保育を受けた場合の利用者

負担額 別表に定める額 

  別表第１を削る。 

  別表第２中「特定教育・保育（保育に限る。）、特別利用保育、特定地

域型保育、特定利用地域型保育又は特別利用地域型保育を受けた場合の

利用者負担額」を削り、「生活保護法による」を「生活保護法（昭和 25

年法律第 144 号）による」に改め、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律」の次に「（平成６年法律第 30 号）」を加え、 
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 「 

5,000 

（０） 

4,000 

(０) 

5,000 

(０) 

4,000 

(０) 

9,400 

（4,700） 

8,000 

（4,000） 

9,300 

（4,600） 

7,900 

（3,900） 

4,700 

(０) 

4,000 

(０) 

4,600 

(０) 

3,900 

(０) 

11,100 

（5,500） 

9,300 

（4,600） 

11,000 

（5,500） 

9,200 

（4,600） 

5,500 

(０) 

4,600 

(０) 

5,500 

(０) 

4,600 

(０) 

12,800 

（6,400） 

11,800 

（5,900） 

12,600 

（6,300） 

11,600 

（5,800） 

6,400 

(０) 

5,900 

(０) 

6,300 

(０) 

5,800 

(０) 

21,000 

（10,500） 

17,900 

（8,900） 

20,700 

（10,300） 

17,600 

（8,800） 

9,000 

(０) 

6,000 

(０) 

8,800 

(０) 

5,900 

(０) 

33,100 

（16,500） 

19,900 

（9,900） 

32,600 

（16,300） 

19,600 

（9,800） 

39,400 

（19,700） 

21,900 

（10,900） 

38,800 

（19,400） 

21,600 

（10,800） 

43,400 

（21,700） 

22,900 

（11,400） 

42,700 

（21,300） 

22,600 

（11,300） 

を 
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45,500 

（22,700） 

23,900 

（11,900） 

44,800 

（22,400） 

23,500 

（11,700） 

47,800 

（23,900） 

24,900 

（12,400） 

47,000 

（23,500） 

24,500 

（12,200） 

49,800 

（24,900） 

25,900 

（12,900） 

49,000 

（24,500） 

25,500 

（12,700） 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

9,400 

（4,700） 

0 

 

9,300 

（4,600） 

0 

 

4,700 

(０) 

0 

 

4,600 

(０) 

0 

 

11,100 

（5,500） 

0 

 

11,000 

（5,500） 

0 

 

5,500 

(０) 

0 

 

5,500 

(０) 

0 

 

12,800 

（6,400） 

0 

 

12,600 

（6,300） 

0 

 

6,400 

(０) 

0 

 

6,300 

(０) 

0 
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                             」 

 改め、同表備考２中「地方税法」の次に「（昭和25年法律第226号）」を加

え、「子ども・子育て支援法施行規則第20条」を「子ども・子育て支援

法施行規則（平成26年内閣府令第44号）第21条」に改め、同表備考３(1)

中「母子及び父子並びに寡婦福祉法」の次に「（昭和39年法律第129号）」

を加え、「子ども・子育て支援法施行令第４条第４項」を「子ども・子

育て支援法施行令（平成26年政令第213号）第４条第２項第６号」に、「支

給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同表備考３(2)

21,000 

（10,500） 

0 

 

20,700 

（10,300） 

0 

 

9,000 

(０) 

0 

 

8,800 

(０) 

0 

 

33,100 

（16,500） 

0 

 

32,600 

（16,300） 

0 

 

39,400 

（19,700） 

0 

 

38,800 

（19,400） 

0 

 

43,400 

（21,700） 

0 

 

42,700 

（21,300） 

0 

 

45,500 

（22,700） 

0 

 

44,800 

（22,400） 

0 

 

47,800 

（23,900） 

0 

 

47,000 

（23,500） 

0 

 

49,800 

（24,900） 

0 

 

49,000 

（24,500） 

0 

 

に 
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中「身体障害者福祉法」の次に「（昭和24年法律第283号）」を加え、「在

宅障害児」を「障害者又は障害児であって、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第19条第

３項に規定する特定施設その他これに類する施設に入所又は入院をし

ていないもの（以下「在宅障害児」という。）」に改め、同表備考３(3)

中「療育手帳制度要綱」の次に「（昭和48年９月27日厚生省発児第156号）」

を加え、同表備考３(4)中「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」

の次に「（昭和25年法律第123号）」を加え、同表備考３(5)中「特別児童

扶養手当等の支給に関する法律」の次に「（昭和39年法律第134号）」を

加え、同表備考３(6)中「国民年金法」の次に「（昭和34年法律第141号）」

を加え、同表備考５中「支給認定保護者又は当該支給認定保護者」を「教

育・保育給付認定保護者又は当該教育・保育給付認定保護者」に改め、

同表備考６中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改

め、同表備考７中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」

に、「指定都市の」を「指定都市（地方自治法（昭和22年法律第67号）

第252条の19第１項の指定都市をいう。以下同じ。）の」に改め、同表備

考８中「小学校第３学年修了前子ども」を「幼稚園、特別支援学校の幼

稚部、保育所、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第43条の２に規定

する児童心理治療施設若しくは認定こども園に通い、在学し、若しくは

在籍する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前子ども、

家庭的保育事業等（同法第24条第２項に規定する家庭的保育事業等をい

う。）による保育を受ける小学校就学前子ども、同法第６条の２の２第

２項に規定する児童発達支援若しくは同条第３項に規定する医療型児

童発達支援を受ける小学校就学前子ども又は小学校（義務教育学校の前

期課程を含む。）の第１学年から第３学年までに在学する子ども」に、

「無料」を「零」に改め、同表備考９中「特定被監護者等が」を「特定
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被監護者等（教育・保育給付認定保護者に監護される者及び監護されて

いた者並びに教育・保育給付認定保護者又はその配偶者の直系卑属（教

育・保育給付認定保護者に監護される者及び監護されていた者を除く。）

であって教育・保育給付認定保護者と生計を一にするものをいう。以下

同じ。）が」に、「無料」を「零」に改め、同表を別表とする。 

 （伊勢市保育所の利用に関する規則の一部改正） 

第４条 伊勢市保育所の利用に関する規則（平成 27 年伊勢市規則第 16 号）

の一部を次のように改正する。 

  第５条第１項第２号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め

る。 

  様式第１号を次のように改める。 
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  様式第２号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改める。 

 （伊勢市保育所保育料徴収条例施行規則の一部改正） 

第５条 伊勢市保育所保育料徴収条例施行規則（平成 27 年伊勢市規則第

22 号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中「支給認定保護者又は」を「教育・保育給付認定保護者又は」

に、「支給認定保護者等」を「教育・保育給付認定保護者等」に改める。 

  第４条中「第 59 条第２項」を「第 59 条」に改める。 

  第６条中「支給認定保護者等」を「教育・保育給付認定保護者等」に

改める。 

 （伊勢市立認定こども園条例施行規則の一部改正） 

第６条 伊勢市立認定こども園条例施行規則（平成 22 年伊勢市規則第 32

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条各号中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に

改める。 

  第12条各号列記以外の部分中「次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号」を「子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号）第

59条」に改め、同条各号を削る。 

  第 14 条を次のように改める。 

  （給食費の額） 

 第 14 条 条例第 13 条の４の規則で定める額は、別表のとおりとする。 

  第 14 条の次に次の２条を加える。 

  （月の途中で入退所した場合の給食費の額） 

 第 14 条の２ 月の途中に入所し、又は退所した場合における給食費の額

は、子ども・子育て支援法施行規則（平成 26 年内閣府令第 44 号）第

59 条に定める日数を基礎として日割計算によって算定した額とする。
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ただし、当該額に 100 円未満の端数が生じるときは、これを切り捨て

た額とする。 

  （給食費の納期限） 

 第 14 条の３ 給食費は、毎月末日（12 月にあっては、同月 26 日）まで

に、その月分を納付しなければならない。ただし、市長は、特別の事

情があると認めるときは、別に納期限を定めることができる。 

  附則の次に次の別表を加える。 

 別表（第 14 条関係）  

区分 月額 

短時間部 
主食費 600 円 

副食費 3,100 円 

長時間部 
主食費 600 円 

副食費 4,500 円 

  様式第１号を次のように改める。 
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  様式第３号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改める。 

 （伊勢市休日保育の実施に関する規則の一部改正） 

第７条 伊勢市休日保育の実施に関する規則（平成 31 年伊勢市規則第３

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め

る。 

 （伊勢市幼稚園保育料の徴収に関する規則の一部改正） 

第８条 伊勢市幼稚園保育料の徴収に関する規則（平成 27 年伊勢市規則第

23 号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」

に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年 10 月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第３条の規定による改正後の伊勢市特定教育・保育施設及び地域型保

育事業の利用者負担額等に関する条例施行規則第３条及び別表の規定

は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後の利用に係る

利用者負担額から適用し、同日前の利用に係る利用者負担額については、

なお従前の例による。 

３ 第６条の規定による改正後の伊勢市立認定こども園条例施行規則第

14 条から第 14 条の３まで及び別表の規定は、施行日以後に実施する給

食に係る給食費について適用し、同日前に実施された給食に係る給食費

については、なお従前の例による。 

４ この規則の施行の際現にある第１条の規定による改正前の伊勢市子ど

も・子育て支援法施行細則に定める様式（様式第１号を除く。）、第４条
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の規定による改正前の伊勢市保育所の利用に関する規則様式第２号及

び第６条の規定による改正前の伊勢市立認定こども園条例施行規則様

式第３号による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用する

ことができる。 
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 伊勢市消防通信規程を次のように定める。 

 

 

 

  令和元年９月１日 

 

 

 

               伊勢市消防長 中 芝 育 史 
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伊勢市消防本部訓令第１号 

   伊勢市消防通信規程 

 伊勢市消防通信規程（平成 17 年伊勢市消防本部訓令第 19 号）の全部を

改正する。 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 通信業務の管理（第３条－第６条） 

 第３章 通信の運用（第７条－第 14 条） 

 第４章 消防無線通信（第 14 条－第 20 条） 

 第５章 記録の管理（第 21 条） 

 第６章 雑則（第 22 条） 

 附則 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、通信施設の適正な管理及び消防通信の効率的な運用

を図るため、別に定めがあるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

 （用語の定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

 (1)  消防通信 災害通報、指令通信、現場即報及び業務通報をいう。 

 (2)  災害通報 災害が発生し、又は発生するおそれがあると認められる

ときに、当該災害について通信指令課又は署所（消防署、分署又は出

張所をいう。以下同じ。）に通報される通信をいう。 

 (3)  指令通信 通信指令課から消防隊（指揮隊、警防隊、救急隊及び救

助隊をいう。以下同じ。）に対し、災害現場への出動その他の消防活動
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に関する命令を発する通信をいう。 

 (4)  現場即報 災害現場から当該災害の情報等について、通信指令課に

通報する通信をいう。 

 (5)  業務通報 前３号に掲げるもののほか、消防業務上必要な通信をい

う。 

 (6) 通信指令員 通信指令課に所属し、消防通信に係る業務に従事する

職員をいう。 

 (7) 通信施設 高機能消防指令システム、有線電話、無線電話及びこれ

らに類する設備をいう。 

 (8) 車両運用表示盤 消防用自動車等（消防力の整備指針（平成 12 年消

防庁告示第１号）第 17 条第３項に規定する消防用自動車等をいう。以

下同じ。）の出動、待機、業務等の動態を表示する表示盤をいう。 

 (9) 総合情報表示盤 災害対応状況、気象状況等を表示する表示盤をい

う。 

 (10) 署所端末装置 通信施設のうち署所に設置して指令の受信を確認

するほか、車両動態の設定及び表示を行うための装置をいう。 

 (11) 無線局 電波法（昭和 25 年法律第 131 号。以下「法」という。）第

２条第５号に規定する無線局をいう。 

 (12) 基地局 電波法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14 号。

以下「規則」という。）第４条第１項第６号に規定する基地局をいう。 

 (13) 陸上移動局 規則第４条第１項第 12 号に規定する陸上移動局をい

う。 

 (14) 指令回線 通信指令課から署所へ指令を発令する場合に用いる専

用回線をいう。 

 (15) 緊急通信 緊急の事態が発生した場合に限り、他の通信に割り込ん

で行う通信をいう。 
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   第２章 通信業務の管理 

 （通信管理責任者） 

第３条 通信施設の管理及び消防通信の運用（以下「通信業務」という。）

を統括し、通信運用責任者を指揮監督するため、通信管理責任者を置く。 

２ 通信管理責任者は、消防長をもって充てる。 

 （通信運用責任者) 

第４条 次に掲げる職務を行わせるため、通信運用責任者を置く。 

(1)  通信施設を管理し、効率的な運用を図ること。 

(2)  通信施設の保守点検を行い、これを記録し、通信管理責任者に報告

すること。 

(3)  消防通信関係書類及び無線局免許関係書類を管理すること。 

(4)  通信施設に故障を生じたときは、これらの現状を調査し、通信管理

責任者に報告するとともに、必要な措置をとること。 

(5)  その他消防長が特に必要と認めること。 

２ 通信運用責任者は、通信指令課長をもって充てる。 

 （通信指令課への通知） 

第５条 消防署長は、次に掲げる場合には、速やかに通信指令課に通知し

なければならない。 

 (1)  故障、事故その他の事由により消防用自動車等が出動不能になった

とき及びその事由が解消したとき。 

(2)  消防用自動車等を一時的に他の消防用自動車等に代替するとき。 

(3)  消防用自動車等の配置替えをするとき。 

(4)  その他出動に関して通知する必要がある事態が生じたとき又は情

報を収集したとき。 

 （保守担当者） 

第６条 消防本部の各課長及び消防署長（以下「所属長」という。）は、そ
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の所属における通信に用いる設備の操作指導及び保守管理のため、次の

各号に定めるところにより、保守担当者を選任しなければならない。 

 (1) 総務課、消防課及び予防課 各課に１人 

 (2) 通信指令課 三部制勤務の勤務区分ごとに１人 

 (3) 署所 隔日勤務の勤務区分ごとに１人 

２ 所属長は、前項に規定する保守担当者を選任したときは、通信設備保

守担当者選任報告書（別記様式）を消防長に提出しなければならない。

保守担当者を変更したときも、同様とする。 

３ 保守担当者は、通信施設に不調、障害等が発生したときは、応急措置

をとるとともに、当該不調、障害等及び応急措置の内容を所属長及び通

信運用責任者に報告しなければならない。 

４ 保守担当者は、当該所属における無線通信機器の貸出し等について、

適正な管理を図るため、管理簿を備え付け、亡失等の事故防止に努めな

ければならない。 

   第３章 通信の運用 

 （通信指令員の責務） 

第７条 通信指令員は、通信施設の機能を十分に発揮するよう努めるとと

もに、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1)  災害の情報収集に努めるとともに、速やかに関係機関等に通報する

こと。 

(2)  災害通報及び指令通信の内容並びに無線の交信内容を記録するこ

と。 

(3)  消防用自動車等の動態を車両運用表示盤で掌握しておくこと。 

(4)  総合情報表示盤に最新の情報を表示しておくこと。 

(5)  高機能消防指令システムには常に最新の情報を入力し、これを有効

に活用すること。 
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(6)  通信指令課に関係する施設には、みだりに部外者を入室させないこ

と。 

 （通信員の責務） 

第８条 通信員（通信指令員の補助を命じられた職員及び署所で消防通信

に係る業務に従事する職員をいう。以下同じ。）は、通信機能の維持に

努めるとともに、前条第１号及び第２号に掲げる事項を遵守しなければ

ならない。 

２ 通信員（通信指令員の補助を命じられた職員に限る。）は、前項に定め

るもののほか、前条第３号及び第６号に掲げる事項を遵守しなければな

らない。 

３ 通信員（署所で消防通信に係る業務に従事する職員に限る。）は、第１

項に定めるもののほか、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1)  所属する消防用自動車等の動態を常に把握しておくとともに、その

状況を署所端末装置に入力すること。 

(2)  署所端末装置の機能の維持に努めること。 

 （運用時の留意事項） 

第９条 通信指令員及び通信員は、次に掲げる事項に留意し、通信業務を

遂行しなければならない。 

(1)  冷静かつ的確な判断を旨として通信施設の操作をすること。 

(2)  通信施設を業務目的以外に使用しないこと。 

 (3)  消防通信は、簡潔明瞭に行うこと。 

(4)  消防通信の内容を確実に録取すること。 

 （消防通信の優先順位） 

第 10 条 消防通信の優先順位は、災害に係る緊急かつ重要な通信を優先し、

原則として、次に定める順序により行うものとする。 

(1)  災害通報 
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(2)  指令通信 

(3)  現場即報 

(4)  業務通報 

 （災害通報の受信） 

第 11 条 通信指令員及び通信員は、災害通報を受信するときは、災害の種

別、発生場所、対象物の状況、負傷者等の有無その他必要な事項を的確

に把握しなければならない。 

２ 通信員（署所で消防通信に係る業務に従事する職員に限る。）は、災害

を覚知したときは、直ちに通信指令課に通報するものとする。 

 （災害通報受信時の評価及び口頭指導） 

第 12 条 通信指令員及び通信員は、災害通報の受信に当たっては、迅速か

つ的確に傷病者の緊急度を評価し、傷病者の状態に適した口頭指導を行

うものとする。 

 （指令通信） 

第 13 条 通信指令員は、災害通報を受信したときは、直ちに指令通信をす

るとともに、災害の態様に応じた消防隊の効率的な運用を行わなければ

ならない。 

２ 前項の規定による消防隊の運用について、必要な事項は、別に定める。 

３ 第１項の規定による指令通信は、次に掲げる区分により行うものとす

る。 

(1)  火災指令通信 

(2)  救急指令通信 

(3)  救急救助指令通信 

(4)  警戒指令通信 

４ 指令通信を受けた通信員（署所で消防通信に係る業務に従事する職員

に限る。）は、署所端末装置により、指令通信を受信したことの信号を
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通信指令課に送らなければならない。 

   第４章 消防無線通信 

 （無線局の種別） 

第 14 条 無線局の種別及び局数は、別表第１に掲げるとおりとする。 

 （基地局の名称） 

第 15 条 基地局の名称、電波及び出力は、別表第２に掲げるとおりとする。 

 （無線局の運用） 

第 16 条 無線局の運用は、次に掲げるところにより行うものとする。 

 (1)  交信は、法に基づき簡潔明瞭かつ正確に行うこと。 

 (2)  交信は、基地局（消防本部に限る。第４号において同じ。）を中心に

行うこと。ただし、通信指令員の承認を得たときは、この限りでない。 

 (3)  無線局は、音量等を最良の状態に調整し、他局が交信中でないこと

を確認すること。 

 (4)  無線局は、陸上移動局が基地局と交信不能な地域において交信しな

ければならない場合は、中継交信をもって相互の交信を可能にするよ

う協力すること。 

 (5)  陸上移動局は、基地局から交信停止の指示があったときは、直ちに

交信を停止すること。 

 (6)  火災等の発生時において警防活動にかかわらない陸上移動局は、当

該火災等が鎮圧されるまでの間、交信を行わないこと。 

 （無線局の開局及び閉局） 

第 17 条 無線局の開局及び閉局は、次に掲げるところにより行うものとす

る。 

(1)  基地局は、常時開局しておくこと。ただし、故障等により交信でき

ないときは、通信指令員は、直ちにその旨を署所に通報するとともに、

必要な措置を講じること。 
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(2)  陸上移動局は、出動時に開局すること。 

(3)  署所に待機中の陸上移動局は、その所在する地域において震度５弱

以上の地震の情報を得たとき又は指令回線が故障等により途絶した

ときは、通信回線を確保するため、直ちに開局すること。 

(4)  出動中の陸上移動局がやむを得ず一時的に閉局するときは、連絡方

法を明らかにした上で、通信指令課長の承諾を得ること。 

 （無線の統制及び解除） 

第 18 条 通信指令課長は、無線通信の円滑な運用を確保する必要があると

認めるときは、通信内容の緊急性を考慮し、通信順位の決定、通信の停

止及び抑制、通信方法の指定その他の無線通信の統制を行うことができ

る。この場合において、無線局は、通信指令課長による統制に従うもの

とする。 

２ 通信指令課長は、前項の統制を行った場合において、当該状況の推移

により無線通信の統制をする必要がなくなったと認めるときは、当該統

制を解除しなければならない。 

 （周波数使用区分の変更） 

第 19 条 通信指令課長は、複数の災害が同時に発生した場合等における混

信及び妨害を防ぐ等の必要があるときは、周波数の使用区分を変更する

ことができる。 

 （緊急通信） 

第 20 条 基地局及び陸上移動局は、緊急通信を行うときは、他局の交信に

割り込むことができる。 

２ 前項の緊急通信を傍受した交信中の無線局は、直ちに当該交信を中止

するものとする。 

   第５章 記録の管理 

 （書類等の整備） 
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第 21 条 通信運用責任者は、関係法令に基づく書類等を通信指令課及び署

所に備え付け、これを管理しなければならない。 

   第６章 雑則 

 （その他） 

第 22 条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この訓令は、公表の日から施行する。 

別表第１（第 14 条関係） 

基地局 ２局 

陸上移動局可搬型 ９局 

陸上移動局車載型 81 局 

陸上移動局携帯型 119 局 

別表第２（第 15 条関係） 

 １ 伊勢市消防署小俣分署 

名称 電波 出力(W) 

いせしょうぼうおばた 
活動波１ ５ 

活動波２ ５ 

 

いせしょうぼう 

主運用波 10 

統制波１ 10 

統制波２ 10 

統制波３ 10 

 ２ 伊勢市消防本部 

名称 電波 出力(W) 

いせしょうぼう 
活動波１ 10 

活動波２ 10 
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別記様式（第６条関係） 
 

通信設備保守担当者選任報告書 
 

                            年  月  日 
 （宛先）消防長 
                     
              所 属 長  階 級 
                     氏 名 
 
 このことについて、下記のとおり選任したので、報告します。 
 

記 
 
 １ 担当者 
    所 属        
    階 級     
    氏 名 
 ２ 選任年月日 
          年   月   日 
 ３ 前任者  
    階 級             
    氏 名 
 ４ 所属管理通信設備 
    署所端末装置 
    車載無線機 いせ 
    携帯無線機 いせ 
    可搬無線機 いせ 
    車両運用端末装置 
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 伊勢市指定給水装置工事事業者規程及び伊勢市下水道排水設備指定工事 

 

 

 

店規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

 

 

 

  令和元年９月13日 

 

 

 

                 伊勢市長 鈴 木 健 一 
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伊勢市上下水道事業管理規程第１号 

   伊勢市指定給水装置工事事業者規程及び伊勢市下水道排水設備指定

工事店規程の一部を改正する規程 

 （伊勢市指定給水装置工事事業者規程の一部改正） 

第１条 伊勢市指定給水装置工事事業者規程（平成17年伊勢市上下水道事

業管理規程第17号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第３項第１号中「カ」を「キ」に改める。 

  第５条第３号アを次のように改める。 

   ア 精神の機能の障害により給水装置工事の事業を適正に行うに当

たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができな

い者 

  第５条第３号カ中「オ」を「カ」に改め、同号中カをキとし、イから

オまでをウからカまでとし、アの次に次のように加える。 

   イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

  第７条第２項第２号中「カ」を「キ」に改める。 

  第10条各号列記以外の部分を次のように改める。 

   管理者は、次の場合には、その旨を公示しなければならない。 

 （伊勢市下水道排水設備指定工事店規程の一部改正） 

第２条 伊勢市下水道排水設備指定工事店規程（平成17年伊勢市上下水道

事業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項第４号ア中「成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者

で復権を得ていない場合」を「精神の機能の障害により排水設備工事の

事業を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができない者である場合」に改め、同号カを同号キとし、同号オ

中「エ」を「オ」に改め、同号中オをカとし、イからエまでをウからオ
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までとし、アの次に次のように加える。 

  イ 工事業者（法人にあっては、代表者）が破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者である場合 

  第３条第２項中「前項第４号ウ」を「前項第４号エ」に、「同号ウ」を

「同号エ」に改める。 

  様式第２号中「ウ」を「エ」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和元年９月 14 日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規程の施行の日前に、第１条による改正前の伊勢市指定給水装置

工事事業者規程及び第２条による改正前の伊勢市下水道排水設備指定

工事店規程の規定に基づき行われた処分その他の行為については、なお

従前の例による。 
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伊勢市告示第 48 号 

 

 伊勢市議会定例会を次のとおり招集します。 

 

  令和元年９月２日 

 

                 伊勢市長 鈴 木 健 一     

 

１ 招集の日時  令和元年９月９日（月） 午前 10 時 

 

２ 招集の場所  伊勢市議会議場 
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伊勢市告示第 49 号 

 

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 42 条の２第１項の規定により、

指定地域密着型サービス事業者を指定したので、同法第 78 条の 11 第１号

及び介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 131 条の 14 の規

定により、次のとおり告示します。 

 

  令和元年９月２日 

 

伊勢市長 鈴 木 健 一     

 

記 

 

１ 指定地域密着型サービス事業者の名称 

  株式会社ケアプロフェッショナル 

２ 指定に係る事業所の名称及び所在地 

  名 称 リハビリデイサービス みんなの家 伊勢御薗 

 所在地 伊勢市御薗町長屋 2146 番地 

３ 指定の年月日 

令和元年９月１日 

４ サービスの種類 

  地域密着型通所介護 
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伊勢市告示第 50 号 

 

 伊勢市自転車等の放置防止及び適正な処理に関する条例（平成 25 年伊勢

市条例第 19 号）第 12 条第２項及び第 13 条第２項並びに第 14 条第 1 項の

規定により、放置されていた自転車等を撤去し、保管したので、同条第２

項の規定により告示します。 

 

  令和元年９月４日 

 

伊勢市長 鈴 木 健 一     

 

１ 保管自転車等の種類、自転車等を撤去した日時、保管自転車等が

放置されていた場所等 

保 管 自 転 車

等 の 種 類 

自 転 車 等 を 

撤 去 し た 日 時 

保 管 自 転 車 等 が 

放 置 さ れ て い た 場 所 
台 数 

自転車 
令和元年８月９日 

午後３時 

宮町駅前 

(伊勢市御薗町高向地内) 
８台 

計 ８台 

 

２ 保管場所 

  自転車等保管場所（伊勢市二見町三津地内、伊勢市二見町西地内、

伊勢市小俣町相合地内又は伊勢市御薗町高向地内） 

 

３ 保管期間 

  告示の日から60日間 

 

４ 保管期間経過後の措置 
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  保管期間を経過してもなお保管自転車等を返還することができな

い場合は、伊勢市自転車等の放置防止及び適正な処理に関する条例

第17条第１項の規定により、当該保管自転車等について廃棄等の処

分をすることがあります。 

 

５ 連絡先 

  放置自転車等管理業務委託先 株式会社エボリューション 

  電話番号 080-1580-8974 
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伊勢市選挙管理委員会告示第 22号 

 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）の規定による直接請求、市町村の合併の特例

等に関する法律（平成 16年法律第 59号）の規定による合併協議会設置の請求及び地

方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162 号）の規定による解職

請求に必要な選挙権を有する者の数は、次のとおりです。 

 

  令和元年９月２日 

                    伊勢市選挙管理委員会 

                       委員長 竜 田 節 夫 

記 

１  地方自治法第 74条第１項及び同法第 75条第１項並びに市町村の合併の特例に

関する法律第４条第１項及び同法第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総

数の 50分の１の数 

2,134 人 

 

２  市町村の合併の特例に関する法律第４条第 11項及び同法第５条第 15項に規定

する選挙権を有する者の総数の６分の１の数 

17,783 人 

 

３  地方自治法第 76条第１項、同法第 80条第１項、同法第 81条第１項及び同法第 

86条第1項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条第１項に規定 

する選挙権を有する者の総数の３分の１の数 

               35,566 人 

（参考）永久選挙人名簿登録者総数   106,698 人 
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伊勢市選挙管理委員会告示第 23号 

 

 

 公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第 30 条の３第２項の規定により、次のとお 

 

り在外選挙人名簿を編製する投票区を指定したので、公職選挙法施行令（昭和 25年 

 

政令第 89号）第 23 条の２第２項の規定に基づき告示します。 

 

なお、平成 29年伊勢市選挙管理委員会告示第 24号は廃止します。 

 

 

  令和元年９月２日 

 

                   伊勢市選挙管理委員会 

                      委員長 竜 田 節 夫 

 

 

 

  在外選挙人名簿を編製する投票区   明倫第２投票区 
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伊勢市農業委員会告示第６号 

 

 伊勢市農業委員会第 165 回総会を次のとおり招集します。 

 

  令和元年９月６日 

 

伊勢市農業委員会 

会長 早川 繁一 

 

 

１ 招集の日時  令和元年９月 13日（金）午後２時 

 

２ 招集の場所  伊勢市役所 御薗総合支所 ２－４会議室 

 

３ 付議すべき事項 

議案第１号 農地法第３条の規定による許可申請について 

議案第２号 農地法第４条の規定による許可申請について 

議案第３号 農地法第５条の規定による許可申請について 

議案第４号 非農地証明願について 

議案第５号 伊勢市農用地利用集積計画について(農林水産課提案) 
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伊勢市公告第 26 号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 18 条第１項の規定

により、次のように農用地利用集積計画を定めましたので、同法第 19 条の

規定により公告します。 

 

令和元年９月２日 

 

伊勢市長 鈴 木 健 一 

 

 「次」は省略し、その関係書類を伊勢市産業観光部農林水産課に備え置

いて縦覧に供します。 
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伊勢市公告第 27 号 

 

伊勢市工場立地法に基づく準則を定める条例を制定したいので、伊勢市

政策意見提出制度（パブリック・コメント制度）実施要綱（平成 17 年 11

月１日施行）第５条第３項の規定により、次のとおり伊勢市工場立地法に

基づく準則を定める条例（案）を公表します。 

なお、伊勢市工場立地法に基づく準則を定める条例（案）について、次

に定めるところにより伊勢市に意見を提出することができます。 

 

令和元年９月５日 

 

伊勢市長 鈴 木 健 一     

 

１ 公表する条例案 

  伊勢市工場立地法に基づく準則を定める条例（案） 

案は省略し、次項に掲げる場所に備え置いて縦覧に供します。 

２ 縦覧場所 

 (1) 産業観光部商工労政課 

 (2)  総務部総務課 

(3)  二見総合支所生活福祉課 

(4) 小俣総合支所生活福祉課 

(5) 御薗総合支所生活福祉課 

(6) 神社支所 

 (7) 大湊支所 

 (8) 宮本支所 

 (9) 浜郷支所 
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 (10) 豊浜支所 

 (11) 北浜支所 

 (12) 城田支所 

 (13) 四郷支所 

 (14) 沼木支所 

 (15) 伊勢市役所本館１階市民ホール 

 (16) 伊勢市立伊勢図書館 

 (17) 伊勢市立小俣図書館 

 (18) 伊勢市生涯学習センター（いせトピア） 

 (19) 伊勢市二見生涯学習センター 

（20） いせ市民活動センター 

３ 縦覧期間 

  自 令和元年９月 17 日（火） 

  至 令和元年 10 月 16 日（水） 

４ 意見の提出 

(1) 意見を提出することができる者 

ア 市内に住所を有する者 

イ 市内に事務所又は事業所を有する者 

ウ 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

エ 市内に存する学校に在学する者 

オ 本市に対して納税義務を有する者 

カ アからオまでに掲げるもののほか、政策意見提出制度に係る事案

に利害関係を有する者 

 (2) 意見の提出方法 

氏名、住所及び電話番号を明記の上、「伊勢市工場立地法に基づく準

則を定める条例（案）」に対する意見として、伊勢市産業観光部商工労

政課に持参、郵送、ファクシミリ又は電子メールで提出してください。 

[提出先] 

106



伊勢市産業観光部商工労政課 伊勢市役所本庁舎東館３階 

郵送 〒516-8601  

伊勢市岩淵１丁目７番 29 号 伊勢市役所 商工労政課 

ファクシミリ 0596－21－5651 

電子メール  syoko@city.ise.mie.jp 

 (3) 意見の提出期限 

令和元年 10 月 16 日（水）【必着】 

 (4) 問い合わせ先 

伊勢市産業観光部商工労政課 電話 0596-21-5633 
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伊勢市公告第 28 号 

 

公 示 送 達 

 

 下記の者の平成 31 年度後期高齢者医療保険料納入通知書は、住所、居所

等が不明のため送達することができないので、高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 112 条において準用する地方税法（昭

和 25 年法律第 226 号）第 20 条の２の規定により、公示送達をします。 

なお、当該書類は、健康福祉部医療保険課に保管してありますから、来

庁の上、受領してください。 

 

  令和元年９月９日 

 

                 伊勢市長 鈴 木 健 一     

 

記 

 

氏   名 住   所 被保険者番号 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 
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伊勢市公告第 29 号 

 

公 示 送 達 

 

 下記の者の平成 30 年度介護保険料督促状は、住所、居所等が不明のため

送達することができないので、介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 143

条において準用する地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 20 条の２の規

定により、公示送達をします。 

なお、当該書類は、健康福祉部介護保険課に保管してありますから、来

庁の上、受領してください。 

 

令和元年９月 12 日 

 

伊勢市長 鈴 木 健 一     

 

記 

 

氏  名 住    所 被保険者番号 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 
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省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 
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伊勢市公告第 30 号 

 

公 示 送 達 

 

 下記の者の令和元年度介護保険料納入通知書は、住所、居所等が不明の

ため送達することができないので、介護保険法（平成９年法律第 123 号）

第 143 条において準用する地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 20 条の

２の規定により、公示送達をします。 

なお、当該書類は、健康福祉部介護保険課に保管してありますから、来

庁の上、受領してください。 

 

令和元年９月 12 日 

 

伊勢市長 鈴 木 健 一     

 

記 

 

氏  名 住    所 被保険者番号 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 
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省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 

省略 省略 省略 
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伊勢市情報公開条例（平成 17 年伊勢市条例第 19 号）第 20 条の規定に基づき、

平成 30 年度（平成 30 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの間に請求のあっ

たもの）における公文書の公開等についての実施状況を、次のとおり公表します。 

 

 

  令和元年９月９日 

 

                   伊勢市長 鈴 木 健 一 

 

１ 公文書公開請求の状況 

  平成 30 年度における公文書公開請求件数は、170 件でした。 

                                  （単位：件） 

   4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

請求 ５ 13 10 ９ ６ 15 １ 10 35 28 23 15 170 

 

２ 公文書公開請求の実施機関別状況 

  平成 30 年度の公文書公開請求状況を実施機関別に見ると、市長 103 件、病院

事業管理者 52 件、教育委員会 13 件、消防長４件、農業委員会２件でした。 

  なお、１件の請求に対して複数の所属が対応する場合があったので、請求件数

より多くなっています。 

                               （単位：件） 

 実施機関名 件数 実施機関名（市長部局以外） 件数 

市 

 

 

長 

検査室 １ 病院事業管理者 52 

総務課 １ 教育委員会 13 

管財契約課 １ 消防長 ４ 

課税課 ４ 農業委員会 ２ 

情報調査室 １ 

  

広報広聴課 １ 

市民交流課 １ 

戸籍住民課 ３ 

環境課 １ 

高齢者支援課 １ 

こども課 １ 

こども発達支援室 １ 

障がい福祉課 １ 

商工労政課 ３ 

  
農林水産課 １ 

都市計画課 21 

交通政策課 １ 
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基盤整備課 ５ 

  

維持課 42 

用地課 ７ 

上水道課 １ 

下水道建設課 ４ 

計（22課） 103 計 71 

合     計 174 

 

３ 公文書公開請求の決定状況 

 (1) 決定状況 

   公文書公開請求に対するその決定状況は、公開 33 件、部分公開 73 件、非

公開３件、請求却下 66 件、取下げが５件でした。 

   なお、１件の請求に対して複数の決定をする場合があったので、請求件数よ

り多くなっています。 

                                     （単位：件） 

区 分 請 求 公 開 部分公開 非公開 
請求 

却下 
拒否 小計 取下げ 合計 

件 数 170 33 73 ３ 66 ０ 175 ５ 180 

 

 (2) 部分公開・非公開・請求却下理由別内訳 

   部分公開、非公開又は請求却下となった理由は次のとおりです。 

   なお、１件の請求に対して複数の理由のものがありました。 

                               （単位：件） 

非 公 開 理 由 部分公開 非公開 請求却下 

（拒否） 

合計 

個人情報（第９条第１号） 60 ０  60 

法人等情報（第９条第２号） 47 １ 48 

国等との協力関係情報（第９条第３号） １ ０ １ 

意思形成過程情報（第９条第４号） １ ０ １ 

事務事業の執行情報（第９条第５号） ６ ３ ９ 

公共の安全、秩序維持情報（第９条第６号） ０ ０ ０ 

任意提供情報（第９条第７号） ３ ０ ３ 

合議制機関情報（第９条第８号） ２ ０ ２ 

法令秘情報（第９条第９号） ０ ０ ０ 

請求拒否（第 12条）   ０ ０ 

請求対象とならない公文書 ０ ０ 

公文書特定不可能 １ １ 

公文書不存在 65 65 

合  計 120 ４ 66 190 
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４ 審査請求の状況 

  公文書の公開請求に対し実施機関が行う諾否の決定に対し、審査請求ができ

るようになっていますが、平成 30 年度の審査請求は１件でした。 

（単位：件） 

前年度か

らの繰越

件数 

新規の申

立て件数 

処理件数 
未処理   

件 数 

申立ての   

取下げ 認容 一部認容 棄却 却下 

０ １ ０ ０ ０ ０ １ ０ 

 

５ 審査会の処理状況 

  平成 30 年度に伊勢市情報公開・個人情報保護審査会への情報公開制度の運用

に関する諮問はありませんでした。 
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 伊勢市個人情報保護条例（平成 17 年伊勢市条例第 20 号）第 54 条の規定に基づ

き、平成 30 年度（平成 30 年４月 1 日から平成 31 年３月 31 日までの間に請求の

あったもの）における個人情報の開示等についての実施状況を次のとおり公表し

ます。 

 

 

  令和元年９月９日 

 

                    伊勢市長 鈴 木 健 一 

 

 

１ 個人情報取扱事務の届出 

  実施機関は、個人情報を取り扱う事務を開始しようとするときは、あらかじめ

その取扱事務の名称、利用の目的等についての届出を市長に行わなければなり

ません。 

  平成 30 年度における実施機関からの届出件数は 28 件でした。 

            （単位：件） 

実施機関名 件 数 

市 長 24 

教育委員会 １ 

消防長 ３ 

合 計 28 

 

２ 個人情報取扱事務の廃止、変更の届出 

  実施機関は、個人情報取扱事務の届出に係る取扱事務を廃止又は変更する場

合は、その旨を届出なければなりません。 

平成 30 年度における事務の廃止の届出は 18 件でした。 

            （単位：件） 

実施機関名 事務の廃止 

市 長 16 

教育委員会 ２ 

合 計 18 

 

３ 実施機関別の登録 

  平成 30 年度末における個人情報取扱事務の登録件数は、551 件となり、実施

機関別の登録件数は、次のとおりです。 

  実施機関別の事務の登録状況  （平成 31 年３月 31 日現在） 

実施機関名          件 数 
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市 長           433 

教育委員会            58 

病院事業管理者       12 

選挙管理委員会            ５ 

監査委員            ２ 

農業委員会            ４ 

消防長            32 

議 会            ５ 

合   計           551 

 

４ 個人情報開示、訂正、削除及び中止の請求等 

  平成 30 年度における個人情報開示請求件数は 11 件でした。訂正、削除及び

中止の請求はありませんでした。 

   4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

開示 １ ２ １ ２ １ ０ １ ０ ２ ０ ０ １ 11 

   

なお、開示請求の実施機関別状況は次のとおりでした。 

                                  （単位：件） 

 実施機関名 件数 実施機関名（市長部局以外） 件数 

市 

 

長 

課税課 １ 消防庁 １ 

戸籍住民課 ５ 

  介護保険課 ３ 

商工労政課 １ 

計（４課） 10 計 １ 

合     計 11 

 

５ 個人情報開示請求者別状況 

  平成 30 年度における個人情報開示請求者数は、延べ 11 人でした。 

 その状況は、次のとおりです。 

  請求者別状況             （単位：人） 

 本 人 ４ 

 代理人 

未成年者 ０ 

成年被後見人 ５ 

遺族等 １ 

傷病等 １ 

 合 計 11 

 

６ 開示請求の決定状況 

(1) 決定状況 
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   個人情報開示請求に対するその決定状況は、開示２件、一部開示８件、不存

在１件でした。 

                            （単位：件） 

区 分 請 求 開示 一部開示 非開示 不存在 請求却下 

件 数 11 ２ ８ ０ １ ０ 

 

 (2) 一部開示・不存在・非開示・請求却下理由別内訳 

   一部開示、不存在、非開示又は請求却下となった理由は次のとおりです。 

    

                           （単位：件） 

不 開 示 理 由 

一部開示 

非開示 

不存在 

請求却下 合計 

法令秘情報（第 17 条第１号） ０ 

 

０ 

生命・財産等侵害情報（第 17 条第２号） ０ ０ 

第三者の個人情報（第 17 条第３号） ８ ８ 

法人等情報（第 17 条第４号） ２ ２ 
国等協力関係情報（第 17 条第５号） ０ ０ 
審議・検討・調査等情報（第 17 条第６号） ０ ０ 

行政運営情報（第 17 条第７号） ０ ０ 

公共の安全、秩序維持情報（第 17 条第８号） ０ ０ 
任意提供情報（第 17 条第９号） ０ ０ 
死者の名誉毀損情報（第 17 条第 10 号） ０ ０ 
審査会意見（第 17 条第 11 号） ０ ０ 
個人情報不存在（第 21条） １ １ 

請求対象とならない情報  ０ ０ 

請求要件を満たさない ０ １ 

合  計 11 ０ 11 

 

７ 目的外利用及び外部提供 

  実施機関は、目的外利用等の根拠がある場合は、個人情報取扱事務の目的の範

囲を超えて個人情報を実施機関の内部で利用をし、又は実施機関以外のものへ

提供することができますが、平成 30 年度における目的外利用の届出は 37 件、

外部提供の届出は 121 件でした。その状況は次のとおりです。 

  なお、１件の目的外利用等に対して複数の根拠のものがあります。 

 (1) 実施機関別の目的外利用等の届出      （単位：件） 

 目的外利用 外 部 提 供      計 

市 長 37 116 153 

教育委員会 ０ ０ ０ 
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消防長 ０ ５ ５ 

合 計 37 121 158 

  

(2) 目的外利用等の根拠 

                               （単位：件） 

本人の同意を得ているとき（第 11条２項１号） 14 

法令等に定めがあるとき（第 11 条２項２号） 136 

公表された事実であるとき（第 11条２項３号） ０ 

緊急かつやむを得ないと認めるとき（第 11 条２項４号） １ 

相当の理由があり、かつ、本人の権利利益を侵害するおそれがないと認めたとき 

（第 11 条２項５号） 
５ 

国等への提供で、事務の性質上やむを得ないと認めたとき 

（第 11 条２項６号） 
66 

統計の作成及び学術研究の場合で、本人又は第三者の権利利益を侵害するおそれ

がないと認めたとき（第 11 条２項７号） 
１ 

審査会の意見を聴いて特に必要があると認めたとき（条例第 11 条２項８号） ３ 

 
８ 審査請求の状況 

  個人情報の開示、訂正、削除又は目的外利用等の中止の請求に対する決定に対

して、審査請求ができるようになっていますが、平成 30 年度の審査請求はあり

ませんでした。 

 
９ 審査会の処理状況 

  平成 30 年度における伊勢市情報公開・個人情報保護審査会への個人情報保護

制度の運用等に関しての諮問はありませんでした。 
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